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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第46期 

第３四半期 
連結累計期間 

第47期 
第３四半期 
連結累計期間 

第46期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年12月31日 

自平成26年４月１日 
至平成26年12月31日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （百万円） 130,410 150,871 181,570 

経常利益 （百万円） 28,380 35,367 35,405 

四半期（当期）純利益 （百万円） 15,782 21,257 20,361 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 18,050 22,102 21,823 

純資産額 （百万円） 153,402 173,135 156,502 

総資産額 （百万円） 418,424 439,366 438,506 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 184.29 247.89 237.74 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） 183.87 247.36 237.23 

自己資本比率 （％） 33.3 36.0 32.6 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） 27,982 28,746 38,304 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △4,022 △25,712 △18,424 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △15,460 △20,817 △12,069 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 55,694 37,228 55,005 

 

回次
第46期

第３四半期連結
会計期間

第47期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 37.39 37.15 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、４月の消費増税による駆け込み需要の反動により一時的に

落ち込んでいた個人消費や企業収益は、持ち直し基調で推移しており、加えて雇用・所得環境等が改善傾向にある

ことにより、景気は緩やかな回復基調が継続しております。 

遊技機業界におきましては、遊技参加人口の減少や低貸玉営業の普及を背景に、パチンコホールの経営環境は厳

しい状況が続いております。そのためパチンコホールは安定的な稼働が見込める遊技機を慎重に選別し、購入する

姿勢を強めており、遊技機メーカー間の販売競争が激化しております。 

ゴルフ業界におきましては、天候不順の影響を受けたものの、足元のゴルフプレーの需要は堅調に推移しており

ます。 

このような環境下、遊技機事業におきましては、積極的な新規コンテンツの導入、オリジナルコンテンツの育成

及び新規性のあるアイデアを搭載した遊技機の開発に取り組み、ヒット機種の開発とブランド力の強化を図りまし

た。 

ゴルフ事業におきましては、ゴルフ場ポートフォリオの見直し、価格戦略部門の強化による価格コントロールの

徹底及び抜本的なコスト削減に取り組み、収益の極大化を目指しました。 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高150,871百万円（前年同期比15.7％増）、営業利

益36,085百万円（前年同期比24.3％増）、経常利益35,367百万円（前年同期比24.6％増）、四半期純利益21,257百

万円（前年同期比34.7％増）となりました。 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

（遊技機事業） 

遊技機事業におきましては、パチンコ機は「スーパーストリートファイターⅣ CR EDITION」、「ルパン三世 主

役は銭形」、「黄門ちゃま超寿 日本漫遊2700km」等の発売に加え、前第３四半期に発売した「ルパン三世 消され

たルパン」が高い評価を受け、当期も引き続き販売されたことにより、販売台数は200千台（前年同期比59千台増）

となりました。パチスロ機は「戦国乙女 剣戟に舞う白き剣聖 西国参戦編」、「みどりのマキバオー 届け！！日本

一のゴールへ！！」、「カウボーイビバップ」等を発売し、販売台数は48千台（前年同期比19千台減）となりまし

た。 

以上の結果、売上高87,957百万円（前年同期比28.2％増）、営業利益25,925百万円（前年同期比26.4％増）とな

りました。 

（ゴルフ事業） 

ゴルフ事業におきましては、当社子会社のＰＧＭホールディングス㈱が平成25年８月に公表した「中期経営計

画」で掲げている「収益の極大化」を推進し、価格コントロールの徹底により、継続していた顧客単価の下落に歯

止めがかかり、プレーフィ単価は第２四半期に続き、当第３四半期においても前年同期を上回りました。また、ゴ

ルフ場のクラブ運営の活性化や会員の若返りを図るため、40コースを対象に会員権募集を行いました。加えて、本

社及びゴルフ場におけるコスト削減を継続し、経費コントロールの徹底に努め利益に一定の効果をあげておりま

す。 

以上の結果、売上高61,047百万円（前年同期比2.1％増）、営業利益12,705百万円（前年同期比18.9％増）となり

ました。 

（その他） 

その他の事業として、情報配信サービス、サービスエリア内のレストラン及び売店の運営等を行い、売上高1,867

百万円（前年同期比4.7％減）、営業利益92百万円（前年同期比29.0％減）となりました。 
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（2）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の増減額は、17,777百万円のマイナスとなり、現金及び

現金同等物の当第３四半期連結会計期間末残高は37,228百万円となりました。

当第３四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、28,746百万円のプラス（前年同期は

27,982百万円のプラス）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益36,929百万円、売上債権の減少額

4,463百万円、未払消費税等の増加額2,117百万円となった一方、法人税等の支払額9,183百万円、たな卸資産の増加

額2,428百万円となったことによるものであります。

当第３四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、25,712百万円のマイナス（前年同期

は4,022百万円のマイナス）となりました。これは主に定期預金の払戻による収入108,060百万円、定期預金の預入

による支出133,700百万円によるものであります。

当第３四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、20,817百万円のマイナス（前年同期

は15,460百万円のマイナス）となりました。これは主に長期借入れによる収入4,296百万円となった一方、長期借入

金の返済による支出17,085百万円、配当金の支払額6,835百万円となったことによるものであります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、8,933百万円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 228,903,400

計 228,903,400

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株)
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株） 
（平成27年２月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 99,809,060 99,809,060
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 99,809,060 99,809,060 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年10月１日～ 

平成26年12月31日
－ 99,809,060 － 16,755 － 16,675

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 14,015,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 85,784,300 857,843 －

単元未満株式 普通株式 8,960 － －

発行済株式総数 99,809,060 － －

総株主の議決権 － 857,843 －
  

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個が含まれております。

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社平和
東京都台東区東上野

一丁目16番１号
14,015,800 － 14,015,800 14.04

計 － 14,015,800 － 14,015,800 14.04

 

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 96,425 103,788 

受取手形及び売掛金 20,710 ※１ 16,786 

電子記録債権 2,312 ※１ 1,498 

有価証券 8,625 9,602 

商品及び製品 1,678 4,786 

原材料及び貯蔵品 6,656 5,978 

その他 12,178 12,420 

貸倒引当金 △502 △470 

流動資産合計 148,086 154,391 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 55,458 55,343 

土地 190,720 188,649 

その他（純額） 14,206 16,214 

有形固定資産合計 260,386 260,207 

無形固定資産 5,062 4,924 

投資その他の資産    

投資有価証券 15,874 10,846 

その他 9,645 9,529 

貸倒引当金 △548 △532 

投資その他の資産合計 24,972 19,843 

固定資産合計 290,420 284,975 

資産合計 438,506 439,366 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 25,080 23,022 

1年内返済予定の長期借入金 21,690 17,359 

未払法人税等 4,307 8,485 

引当金 2,346 800 

その他 15,790 14,825 

流動負債合計 69,216 64,493 

固定負債    

社債 8,000 8,000 

長期借入金 138,815 130,423 

退職給付に係る負債 5,788 3,569 

その他 60,183 59,745 

固定負債合計 212,787 201,738 

負債合計 282,003 266,231 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 16,755 16,755 

資本剰余金 53,111 53,127 

利益剰余金 86,748 102,335 

自己株式 △15,484 △15,352 

株主資本合計 141,129 156,865 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,094 1,513 

退職給付に係る調整累計額 △451 △385 

その他の包括利益累計額合計 1,642 1,127 

新株予約権 73 54 

少数株主持分 13,656 15,087 

純資産合計 156,502 173,135 

負債純資産合計 438,506 439,366 
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 130,410 150,871 

売上原価 76,614 89,535 

売上総利益 53,795 61,336 

販売費及び一般管理費 24,763 25,251 

営業利益 29,032 36,085 

営業外収益    

受取利息 216 209 

受取配当金 230 156 

有価証券償還益 227 201 

その他 617 395 

営業外収益合計 1,291 962 

営業外費用    

支払利息 1,534 1,088 

減価償却費 55 51 

支払手数料 133 82 

その他 221 457 

営業外費用合計 1,944 1,680 

経常利益 28,380 35,367 

特別利益    

固定資産売却益 154 37 

受取補償金 2,547 107 

投資有価証券売却益 64 1,653 

その他 91 637 

特別利益合計 2,857 2,436 

特別損失    

固定資産売却損 － 24 

固定資産除却損 228 183 

有価証券評価損 2,000 － 

減損損失 241 565 

特別退職金 － 100 

特別損失合計 2,470 874 

税金等調整前四半期純利益 28,767 36,929 

法人税等 11,508 14,312 

少数株主損益調整前四半期純利益 17,259 22,616 

少数株主利益 1,477 1,359 

四半期純利益 15,782 21,257 

少数株主利益 1,477 1,359 

少数株主損益調整前四半期純利益 17,259 22,616 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 639 △580 

繰延ヘッジ損益 151 － 

退職給付に係る調整額 － 66 

その他の包括利益合計 790 △514 

四半期包括利益 18,050 22,102 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 16,543 20,742 

少数株主に係る四半期包括利益 1,507 1,359 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 28,767 36,929 

減価償却費 5,923 6,777 

減損損失 241 565 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12 △48 

賞与引当金の増減額（△は減少） △664 △1,299 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △57 △45 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 29 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △264 

受取利息及び受取配当金 △447 △366 

支払利息 1,534 1,088 

有価証券評価損益（△は益） 2,000 － 

投資有価証券売却損益（△は益） △64 △1,653 

為替差損益（△は益） △5 △6 

固定資産除却損 228 183 

受取補償金 △2,547 △107 

前渡金の増減額（△は増加） △1,282 △34 

売上債権の増減額（△は増加） 4,380 4,463 

たな卸資産の増減額（△は増加） △715 △2,428 

仕入債務の増減額（△は減少） 6,136 △2,423 

未払消費税等の増減額（△は減少） △711 2,117 

前受金の増減額（△は減少） △2,643 △2,447 

その他 △2,257 △3,547 

小計 37,832 37,452 

利息及び配当金の受取額 438 357 

利息の支払額 △1,600 △1,080 

補償金の受取額 1,705 107 

法人税等の支払額 △11,014 △9,183 

法人税等の還付額 619 1,092 

営業活動によるキャッシュ・フロー 27,982 28,746 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △66,570 △133,700 

定期預金の払戻による収入 67,670 108,060 

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △26,771 △8,643 

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入 
36,540 14,042 

有形固定資産の取得による支出 △7,940 △7,435 

有形固定資産の売却による収入 101 1,856 

無形固定資産の取得による支出 △329 △168 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△2,241 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
97 65 

保険積立金の積立による支出 △0 △256 

営業譲受による支出 △4,510 － 

その他 △69 468 

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,022 △25,712 
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    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入 6,000 4,296 

長期借入金の返済による支出 △14,294 △17,085 

社債の発行による収入 7,958 － 

社債の償還による支出 △8,000 － 

自己株式の取得による支出 － △0 

ストックオプションの行使による収入 96 131 

配当金の支払額 △5,971 △6,835 

その他 △1,248 △1,325 

財務活動によるキャッシュ・フロー △15,460 △20,817 

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 6 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,505 △17,777 

現金及び現金同等物の期首残高 47,189 55,005 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 55,694 ※ 37,228 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づ

く割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方

法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が1,953百万円減少し、利益剰余金が1,189百万

円増加しております。

なお、勤務費用の計算方法が変更されたことによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微でありま

す。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

当社及び一部の連結子会社の税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算

しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形等

 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －百万円 1,426百万円

電子記録債権 － 102
 
 

２ 当社の連結子会社であるＰＧＭホールディングス㈱、パシフィックゴルフマネージメント㈱は、運転資金の効率

的な調達を行うため、取引銀行１行と当座貸越契約、及び取引銀行７行と貸出コミットメントライン契約を締結し

ております。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
13,000百万円 13,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 13,000 13,000
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

現金及び預金勘定 81,264百万円 103,788百万円

有価証券勘定 12,438 9,602

合計 93,702 113,391

預入期間が３か月を超える定期預金 △27,160 △67,060

株式及び償還までの期間が３か月を超え

る債券等
△10,848 △9,102

現金及び現金同等物 55,694 37,228

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 

定時株主総会
普通株式 3,422 40 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月12日

取締役会
普通株式 2,569 30 平成25年９月30日 平成25年12月10日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日 

定時株主総会
普通株式 3,427 40 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月12日

取締役会
普通株式 3,431 40 平成26年９月30日 平成26年12月10日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  遊技機事業 ゴルフ事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 68,633 59,818 128,451 1,958 130,410 

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

－ 20 20 28 49 

計 68,633 59,839 128,472 1,987 130,459 

セグメント利益 20,508 10,685 31,194 130 31,325 

（注） 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報配信サービス、サー

ビスエリア内のレストラン及び売店の運営等を含んでおります。 

 

 ２. 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 31,194

「その他」の区分の利益 130

セグメント間取引消去 1

全社費用（注） △2,294

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 29,032

（注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

 ３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「ゴルフ事業」セグメントにおいて、ゴルフ場資産グループの回収可能価額を著しく低下させる変化が

生じたことに伴い、当該ゴルフ場資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として、特別損失に計上いたしました。

なお、ゴルフ事業においては原則ゴルフ場別にグルーピングをしており、当該減損損失の計上額は、当

第３四半期連結累計期間において241百万円であります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  遊技機事業 ゴルフ事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 87,957 61,047 149,004 1,867 150,871 

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

－ 60 60 2 62 

計 87,957 61,107 149,064 1,869 150,934 

セグメント利益 25,925 12,705 38,630 92 38,723 

（注） 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報配信サービス、サー

ビスエリア内のレストラン及び売店の運営等を含んでおります。 

 

 ２. 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 38,630

「その他」の区分の利益 92

セグメント間取引消去 2

全社費用（注） △2,640

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 36,085

（注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

 ３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「ゴルフ事業」セグメントにおいて、営業活動から生じる損益が継続してマイナスのゴルフ場につい

て、当該ゴルフ場資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として、特

別損失に計上いたしました。

なお、ゴルフ事業においては原則ゴルフ場別にグルーピングをしており、当該減損損失の計上額は、当

第３四半期連結累計期間において565百万円であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 184円29銭 247円89銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（百万円） 15,782 21,257

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 15,782 21,257

普通株式の期中平均株式数（千株） 85,637 85,752

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 183円87銭 247円36銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益調整額（百万円） △2 △1

（うち子会社の発行する潜在株式に係る影響額

（百万円）（税額相当額控除後））
（△2） （△1）

普通株式増加数（千株） 178 177

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成26年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ） 配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・3,431百万円

（ロ） １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・40円00銭

（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・平成26年12月10日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月９日

株式会社平和 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 川上  豊  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 末村 あおぎ 印 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社平和の

平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社平和及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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